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現業行政書士からみた大学法学部のあるべき進路指導
―資格取得支援を通じた学生の社会適格性向上プログラム―
１．自身の大学生活を振り返り
　大学生活の４年という期間は、小職の体感
時間としてはそれこそ一瞬の出来事にも等し
いくらい短いものでした。その理由は至って
シンプルかつ一貫したもので、「士業資格を
取得し、手に職をつけて社会に復帰する」と
いう、個人的な大義を最後まで持続させたこ
とに尽きます。
　「社会に復帰する」と表現しましたが、小
職はひとたび数年の社会経験を経たうえで、
今後の人生設計上選択したい職業を検討し、
そのために必要な学部の選定をしたうえで進
学をした人間であります。結果として法曹に
こそなれませんでしたが、最近では国家試験
難易度の観点からは準法曹職のひとつにも数
えられる行政書士資格を取得し、現業行政書
士としての道を歩むことが叶いました。
　今改めて振り返ってみれば、小職が卒業ま
で目的意識を持続させられたこと、これこそ
が最大の勝因だったと言えます。
２．学生が持つべき資質
　さて冒頭では小職の学生生活の振り返りを
させていただきましたが、その本旨は「すべ
ての学生が持つべき、大学生たる資質」にあ
りました。これは常日頃より教鞭を執られる
先生方であれば言わずもがなの話にはなりま
すが、学生達自身の①目的意識の明確さ、お
よび②目標に対する持続性、このふたつを備
えることで、学生生活と卒業後の人生の充実
に繋がるでしょう。
　しかしながら小職自身の実体験から思い返
してみても、所謂、意識の高い学生の数はお
世辞にも多いとは言えなかったと感じます。
小職のように社会経験を挟んだ人間は、少な
からず社会で生き抜くためにすべきことを認
識したうえで自己決定による目的を定めてい
るため、大きく目的から逸れることはありま
せん。もちろんこれを、現役入学の学生に強
いるのは非常に酷なことであることは理解し
ています。彼らは、とりわけ入学したての１
回生は特に、ついこの前まで高校生としてほ
ぼ義務教育課程の延長線上に身を置いていた
訳であり、人生経験値から考えても主体的に
意思決定をすること自体が難しく、またその
ための判断材料も乏しくて当然の立場です。
ですが彼らは未熟さが故の圧倒的な利点とし
て「感受性が豊かであり、柔軟」さを持って
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います。これは俗に言うスポンジに換言でき
ます。このスポンジのおかげで彼ら自身が関
心を示したものについては、彼ら自身が主体
的にどこまでも追求します。ましてや現代に
おいてはインターネットサービスを利用する
ことにより、いつでもどこでもどのような情
報でも簡単に入手することが可能です。当然、
こと勉学に焦点を当てた場合はその先の勤勉
さだとか、日々の積み重ねが必要になります
が、大前提としては「主体性を持った目的意
識」が必須となるでしょう。
３．大学法学部がとるべき就職支
援の理想的なスタンス
　一方として、大学法学部の理想的な在り
方について触れさせていただきたいのですが、
学生達は法学部生として４年間も法学につい
ての研究を積んだうえで社会に出ることにな
るはずです。しかしながら、大多数の学生達
が実際に就職先に選択するのは、法律職とは
無縁の一般事務職や営業職などであるかと思
います。もちろん学生達がこれらを就職先に
選択すること自体はなんら問題点がある訳で
はありません。この点大学法学部が学生達に
向けて、様々な法律職のアピールを積極的に
行うことで、自然と学生達が法律職を選択し
やすい環境が作れるのではないかと思います。
法律職への就職比率が向上することで法学部
としての特色が色濃くなり、かつ在学中の学
生の職業選択の幅が広くなり、また今後の入
学希望者に対する法学部の強みとして銘打つ
ことさえも可能ならしめるのではないのでしょ
うか。
　なおこの点は小職が在学中に実感していた
ことでもありました。法学部生の就職先とし
て専門士業事務所、企業法務職などがもっと
充実し、その前提としてこれらの職種に関す
るアナウンスが充実していたとしたら、職業
選択の幅が広がったのではないかと。
　この点につき次章にてひとつの提案をさせ
ていただきたく存じます。
４．初動過程における大学の就職
支援方針案
　前置きとして、誠に勝手ながらこれより先
の記述は小職が身を置く士業界に焦点を絞っ
て話をさせていただきます。もちろん最終的
に選択をするのは学生自身に他ならず、各人
の興味の先にあるものを目標にするべきであ
ることは当然でありますが、せっかく法学部
の門を叩いたのであるならば、やはりひとた
びは法律家を志してほしいという現業実務家
の端くれとしての、これからの法学部生に対
する期待を込めてのものになります。
　では本題ですが、未熟でこそあるがスポン
ジという強力なスキルを備える学生達に「主
体性を持った目的意識」を如何にして持たせ
られるか。僭越ながら小職は、大学法学部が
達成すべき課題としてこれを提起したく存じ
ます。
　しつこいようですが、10代という年齢層は
経験値や知識といった判断材料が少ないため
に取捨選択能力が乏しい反面、吸収のスピー
ドとキャパシティが圧倒的です。そして大学
進学にあたり法学部への入学を選択した彼ら
にとって、少なからず弁護士などに代表され
る法律家に対してなんらかの関心があること
が通常でしょう。そうであれば、入学したて
の学生に良質かつ適量の法律職に関する情報
を提供する場を設けることで、彼らの目的意
識を開花させられる可能性があります。具体
的には①各種専門士業資格のアウトラインに
ついての合同説明会の開催、②現業士業によ
る各種専門士業別の講習会の開催、などが考
えられます。①でぼんやりとした興味を持た
せて②で明確な目的意識を持たせるようなイ
メージでしょうか。
　合同説明会では、中立的かつ一般的な説明
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ができる人物、例えば進路指導のご担当職員
の方などが適任かと思われます。資格の種
類、受験要項、取得後の進路、特に資格の種
類に関しての説明は各種資格を網羅すること
が望ましいでしょう。入学したての学生はそ
もそもとしてどのような国家資格が存在する
のかさえ知らないことが通常です。しかしな
がら彼らなりに考える、彼らなりの将来につ
いての青写真は必ずあります。その青写真の
イメージに着色してあげることで、彼らの選
択肢の幅と選択精度を上げてあげることがで
きるはずです。ここでの大きなポイントとし
ては、入学後のできる限り早い段階でこれら
のアプローチを行うこと。「鉄は熱いうちに
打て」の諺にもあるように、学生達の意識レ
ベルの高い一回生のうちに、大学法学部が積
極的な情報提供をすべきでしょう。
　正しい情報に基づき色付けされた目的意識
により、多少の振れ幅はあるとしても経時に
よる意識レベル低下が引き起こす大きな振れ
は回避できるでしょう。これが初動において
の最も適切な進路指導となるはずです。
　前述により学生の目的意識を明確にできた
としても、これを資格取得まで持続させられ
なければ結果を出すことは難しいでしょう。
そこでこれを持続させられるための次なるス
テップを用意します。むしろこのステップで
のアプローチが、即ち国家試験の合格率にな
り得るべきものなので、最も力を注ぐポイン
トはこのステップであると言えるでしょう。
もちろん勉強そのものを手取り足取り教える
ということではなく、あくまでも学生の意識
を常に高い水準で維持させてあげることが目
的になります。具体例としては、専門ゼミ
ナール等の、教員と学生の距離感が近い講義
において資格取得を目標のひとつとして設定
する等が考えられます。資格試験に限ったこ
とではありませんが、壁に突き当たったとき
にその壁を越えられるか否かで、結果を手に
した者になれたか、途中挫折をした者になっ
てしまったかの大きな境目はここであること
が多いはずです。学生達がこの壁を越えられ
るだけの後押しをしてあげ続けることこそが、
このステップにおけるご担当者の役割になり
ます。当然に学生達の気質、性格、家庭環境
などに応じて後押しの仕方が変わってくるで
しょうから、それぞれの特性に応じた指導方
法を検討し、場合によってはご担当者間にて
情報を共有、連携しながら学生達を支援する
ことで、最大限の効果を得られることになり
ます。
　そうだとすれば、別案として学問を研究す
るための専門ゼミナールとは別の、職業選択
や資格取得を目的としたゼミナールを開設す
ることが考えられます。現代において大学と
いう場が、学術研究の場である一方で、職業
選択の場でもある実情は決して無視できるも
のではなく、あらかじめ学問と職業選択を
まったく別物としてそれぞれを学生達に提供
することで、彼ら自身でメリハリのある大学
生活のスケジューリングを組む訓練になりま
す。このように目的の異なる複数の事象＝マ
ルチタスクの処理能力であったりスケジュー
ル管理が、ビジネスパーソンたる資質として
企業等が学生達に要求する最も基本的なスキ
ルのひとつであることを鑑みれば、この過程
さえも職業支援の一環となり得るのではない
でしょうか。また大学の各ご担当としてもそ
れぞれの専門分野のみのフォローに専念でき
るため、学問担当、資格担当、就職支援担当
などがそれぞれの立場において全力で学生を
支援することができ、更にそれぞれの保有す
る情報の連携を図ることで担当する側の負担
も軽減できるでしょう。
　上記はあくまでも外部の実務家目線での客
観的な立案にすぎませんが、間違いなく少子
化傾向が進んでいくこれからの時代に於いて
地方私大がその存在意義を示し続けるための
戦略のひとつになる可能性くらいはあると信
じて進言させていただきました。
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５．むすびに
　晩秋、御校法政策研究所長・岡田順太教授
より法学部のOBであり現業の士業である小
職に主観性と客観性双方の目で見た大学法学
部の進路指導についての意見を伺いたいとの
お声掛けを賜りました。OBとしては自らの
学び舎の今後における進路指導に対する意見
提案というテーマであることから非常に緊張
感のある執筆であったとの所感をまずは記し
ておきます。
　誠に僭越ではありますがOBとしては母校
がよりよい方向に進み、ここで学んだ者すべ
てが白鷗大学を誇れる者になってほしいと
思っておりまして、その一心から自身の在籍
時代を振り返ったときの主観的な視点、また
今日日における自身の外部視点から「大学法
学部にこうあってほしい」という両方の意見
として述べさせていただきました。大学が学
問教育に注力することは当然のことでありま
すが、卒業後の進路指導に関しても力を注ぐ
ことで、OB達の活躍を通じた社会貢献に繋
がるのではないでしょうか。大学が一丸とな
り学生へのサポート体制を強化することで、
大学内外問わず白鷗大学法学部にしか成し得
ない学生支援活動実績をなし得ることと信じ
ております。
　末筆ながら白鷗大学法学部の今後益々の発
展をご祈念申し上げましてむすびとさせてい
ただきます。
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